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令和7年1月1日時点に毛呂山町に住民票がありますか？
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③所得税の確定申告が必要です

令和６年分 税申告 申告フローチャート

スタート

前年中（令和6年1月～12月）にどのような収入がありましたか？

主に給与収入 主に公的年金等収入 主に営業・農業・不動産収入等

給与以外の所得がある

令和7年度１月１日時点に住民票のある自治体にご確認ください

収入なし、または非課税所得（遺

族・障害年金、失業給付金等）のみ

給与収入が2,000万円
を超えている

公的年金等収入が400
万円を超えている

所得金額(収入ー経費）が所得税の
控除額より大きい

令和7年4月1日以降に、毛呂山町の
保険（国民健康保険等）に加入し
ている人が世帯内にいる見込み

公的年金等以外の所得
がある「町・県民税申告

が必要な人」を参照 勤務先は1か所（複数
の場合は合算して）年
末調整をしている

源泉徴収票に記載されている内容
以外の控除を申告する

公的年金等以外の所得
が20万円を超えている

【64歳までの人】
年金収入が98万円を超えている
【65歳以上の人】
年金収入が148万円を超えている

源泉徴収票に記載されている内容
以外の控除を申告する

【64歳までの人】
上記所得と年金収入の
合計が98万円を超えて
いる
【65歳以上の人】
同じく148万円を超え
ている

給与以外の所得が20万
円を超えている

①申告の必要はありません
※所得（非）課税証明を取得する予定の方などは町・県民税の申告が必要となる場合があります。

②町・県民税の申告が必要です
※1源泉徴収税額がある場合で、控除の申告により所得税の還付を受けるためには確定申告が必要です。
※2控除の追加を選択した人は、源泉徴収票に記載された扶養の人数等により申告の必要が無い場合があります。

④勤務先から町に「給与支払報告書」が提出されている場合は申告の必要はありません。
※提出されているか不明の場合は勤務先にご確認ください。
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